
【許可申請に必要な書類等の添付】

受付 審査

市町村 県

資料１
申請書

宅地造成及び特定盛
土等に関する工事許
可申請書

様式内の必要項目
〇A,B,C３枚セットとなっているか

必須 □ □ 【細則様式第３号】

資料2 位置図 方位、道路及び目標となる地物 必須 □ □

資料3 地形図 方位及び土地の境界線 必須 □ □

資料4 土地の平面図
方位及び土地の境界線並びに盛土又は切土をする土地
の部分　等

必須 □ □

資料5 土地の断面図 盛土又は切土をする前後の地盤面 必須 □ □

資料6 土量計算書 盛土又は切土をする土量計算書 必須 □ □ （任意様式）

資料7 排水施設の平面図
排水施設の位置、種類、材料、形状、内法寸法、勾配
等

要・不要 □ □ 様式３　１０へ

資料8 排水施設の構造図
排水施設の位置、種類、材料、形状、内法寸法、勾配
等

要・不要 □ □ 様式３　１０へ

資料9 流量計算書 排水施設を設置する場合 要・不要 □ □
（任意様式）
様式３　１０へ

資料10 崖の断面図 崖の高さ、勾配及び土質　等 要・不要 □ □ 様式３　１０ト

資料11 擁壁の断面図 擁壁の寸法及び勾配、擁壁の材料の種類及び寸法　等 要・不要 □ □ 様式３　１０二

資料12 擁壁の背面図 擁壁の高さ、水抜き穴の位置、材料及び内径 要・不要 □ □ 様式３　１０二

資料13
崖面崩壊防止施設の
断面図

崖面崩壊防止施設の寸法及び勾配、材料の種類　等 要・不要 □ □ 様式３　１０ホ

資料14
崖面崩壊防止施設の
背面図

崖面崩壊防止施設の寸法、水抜き穴の位置　等 要・不要 □ □ 様式３　１０ホ

資料15 擁壁の構造計算書 擁壁の概要、構造計画、応力算定及び断面算定 要・不要 □ □
（任意様式）
様式３　１０二

資料16 盛土の安定計算書
谷埋め型大規模盛土、腹付け型大規模盛土、高さ
15m超の盛土を行う場合（福岡県技術基準７ページ
参照）、土質試験等に基づく地盤の安定計算書

要・不要 □ □
（任意様式）
様式３　９

資料17 崖面の安定計算書 崖面を擁壁で覆わない場合の地盤の安定計算 要・不要 □ □
（任意様式）
様式３　10ト

資料18 土地付近状況写真

盛土又は切土をしようとする土地及びその付近の状況
を明らかにする写真
〇申請する土地が赤枠で囲ってあるか
〇土地の全景、近景、隣接・近接する保全対象等を
　撮り、その撮影方向を平面図に明示しているか

必須 □ □
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【宅地造成又は特定盛土等に関する工事】

【2025年11月版】

氏名　株式会社〇〇　代表取締役　〇〇

住所　〇〇市〇〇　〇〇番地

記載してください

「要」か「不要」を囲んでください
※裏面も同様

要・不要の判断は申請者側でお願いします。

（福岡県開発・盛土指導課へ事前相談の際に確

認をお願いします。）

「要」の場合は、対応する資料が添付されている



受付 審査

市町村 県

資料19
周辺地域住民への周
知

土地の周辺地域の住民への説明会の開催や書面の配布
等、工事内容の周知がなされたことがわかる書類

必須 □ □
参考様式
住民への周知報告書

資料20 登記関係一覧表
申請に係る土地等（自己所有地含む）の登記関係を整
理すること

必須 □ □
参考様式
登記関係一覧表

資料21 土地所有者等の同意
当該土地の使用及び収益を目的とする権利を有する者
全ての同意を得ること（印鑑証明書添付）
自己の所有であれば不要（他の権利者もいない場合）

必須 □ □
参考様式
権利者の施行同意書

資料22
土地の登記事項証明
書

作成後3カ月以内のもの 必須 □ □

資料23 字図
土地の境界を赤線で囲むこと。作成後3カ月以内のも
の

必須 □ □

資料24 求積図
盛土又は切土をする土地の面積を計算するための求積
図

必須 □ □

資料25
許可を受けようとす
る者の証明書類

①【申請者が個人の場合】
〇氏名及び住所を証する書類
　「住民票（写）・個人番号カード（写）・運転免
　　許証（写）等」
②【申請者が法人の場合】
〇「登記事項証明書」

〇役員の氏名及び住所を証する書類（①同様）※１

必須 □ □
個人番号カードの写し
の場合、個人番号を黒
塗りする

資料26 誓約書 暴力団等に該当しないことの誓約書 必須 □ □
参考様式
暴力団等に該当しない
ことの誓約書

資料27 資金計画書
工事主に当該工事を行うために必要な資力を示す資金
計画書

必須 □ □
省令様式第３号
資金計画書

資料28
工事主の資力及び信
用に関する書類

①直近の納税証明書 ※２

②残高証明又は融資証明（必要と認める場合）※３

③事業経歴書（盛土等に関する事業経歴がある場合）

必須 □ □

資料29
工事施行者の能力に
関する書類

①登記事項証明書（個人の場合を除く）
②建設業の許可証の写し（建設業法施行令の軽微な建
設工事を除く）
③事業経歴書（盛土等に関する事業経歴がある場合）

必須 □ □

資料30 設計者資格
高さ5ｍ超の擁壁
又は面積1,500m2超の盛土・切土で排水施設を設置
する場合

要・不要 □ □
【細則様式第20号】
様式３　２

資料31 工程表 盛土又は切土をする全体工程表 必須 □ □ （任意様式）

資料32 大臣認定書の写し
【大臣認定品を使用する場合】
認定書及び認定時に付された条件等を確認できる書類

要・不要 □ □

資料33 その他の図面等

【胴込めコンクリートを用いて充填するコンクリート
ブロック練積み造の擁壁で、昭和40年6月14日付建
設省告示第1485号の規定によるものの場合】
同告示及び施行通知別紙３．（８）に適合しているこ
とがわかる書類

要・不要 □ □

資料34
他法令等の許可等の
写し

【申請に際して、他法令等の手続きが必要な場合】 要・不要 □ □

資料35 委任状
【代理者が申請手続きを行う場合】

委任を受けたことがわかる書類※４ 要・不要 □ □ （任意様式）

【注意】 ※１　役員の住民票等の提出を求める範囲は、法人の業務を執行する者・事業について決定権を持つ者が対象

※３　工事の面積が1ha以上の場合又は知事が必要と認める場合添付

※４　委任状（任意様式）において、委任者の欄は「自署又は記名押印」が必要

※２ 【申請者が個人の場合】
　　　最近の事業年度における所得税に関する納税証明書又は未納の税額がないことの証明書（税務署発行）
　　 【申請者が法人の場合】
　　　最近の事業年度における法人事業税に関する納税証明書又は県税に未納がないことの証明書（都道府県税事務所発行）

許可・届出書類一覧
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